
Ｒ３ ～ Ｒ７

（アウトカム） 29.9% （　Ｒ７　） 28.7% （　Ｒ5　）

（アウトプット）

691人
※H27～
R6累計

（　Ｒ６　）
601人
※H27～
R5累計

（　Ｒ５　）

（アウトカム） 46.4% （　Ｒ６　） 42.6% （　Ｒ５　）

（アウトカム） 90% （　Ｒ６　）

（アウトプット） ５回 （　Ｒ６　） ５回 （　Ｒ5　）

（アウトカム）
21市町
（全市町）

（　Ｒ７　） 21市町 （　Ｒ５　）

（　　　） （　　　）

⑤市町村の取組状況に関する目標
女性活躍推進法に係
る推進計画策定市町
数

⑥市町村の取組状況に関するＫＰＩ

②令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画
期間中）の重要業績評価指標（ＫＰＩ）（※ＫＰＩは
目標達成への事業進捗の測定指標）

③事業目標（全体）

・ミドルマネジメント講
座受講者数（→管理職
を目指す女性を増や
す（アウトカム））

・20歳～59歳のうち、
家庭生活において男
女が家事や育児等を
協力して行っていると
思う人の割合（％）

④事業ＫＰＩ（全体）

事業目標・重要業績評価指標
（ＫＰＩ）　（全体）
⇒要件②「見える化」

目標・ＫＰＩ 目標値（時点）

・トータルコーディネー
ターへの相談回数
（回）

女性活躍推進法に基づく
　　推進計画策定時期
　　 （策定予定時期）

令和３年３月　　 策定済 計画期間（予定）

地域の実情と課題
⇒要件①「地域性」

【地域の実情】

(1)長崎県の女性の労働力率（労働状況「不詳」を除く。）
　・73.8％　（全国値：73.2％）[R2国勢調査]

(2)県内企業における女性管理職割合
　・課長相当職：28.7％[※]  (前年比+3.3％）
　　（ここ約10年間の動きを見ると、上昇傾向にあるが、女性管理職が１割未満の事業所が47.8％を占めている）
　・管理的職業従事者：16.2％　全国16位（全国値：15.7％）[R2国勢調査]
　　（女性管理職比率は、全国より高いものの、産業別で格差がある）

(３)女性が活躍できる職場環境整備
　・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数：465社/469社　策定率99.1%（R5.12.31時点）
　・女性労働者の配置がない部署がある企業の割合：22.0％[※]
　・女性の育児休業取得率：87.4％[※]
　・男性の育児休業取得率：16.2％[※]
　※：R5長崎県労働条件等実態調査（対象：常用労働者5名以上の事業所）

(4)本県の子どもを有する共働き世帯の１日あたり家事・育児時間[R3社会生活基本調査]
　 夫　90分【全国 114分】、妻409分【全国448分】　　 （妻と夫の差319分）

（5）県内市町の取組状況
　・県内市町の推進計画の策定状況：21市町のうち21市町策定（100％）

５．事業の趣旨・目的
⇒要件①「地域性」

経営者や管理職等の意識改革を促進するための取り組みや、管理職登用のための女性の人材育成支援等により、企業における女
性の活躍を推進するとともに、男性の家事・子育てに関する気運を醸成することにより、その参画を促進する。・

現状値（時点）

①令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画
期間中）の中長期目標

事業所における課長
相当職に占める女性

の割合

・受講者アンケートで、
本講座を受講したこと
で、管理職になること
に対して「前向きに
なった」、「どちらかとい
えば前向きになった」と
回答した人の割合

事業名 女性活躍推進事業

実施期間 令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日



事業の実施により
期待される効果

女性が働きやすい職場環境づくり、管理職への女性登用促進、男女の家事・育児分担の意識

事業効果の検証及び
今後の課題の整理方法

以下により事業検証並びに課題整理を行い、次年度事業へ反映する。
・事業評価を行い、PDCAサイクルにより事業効果等を検証し、更なる効率化や改廃等を検討する。（毎年）
・女性活躍推進法に基づく協議会（ながさき女性活躍推進会議企画委員会）を開催し、取組概要等協議・次年度の方向性等を協議
する。
・長崎県男女共同参画審議会へ事業の進捗を報告するとともに、課題や取組等について協議する。

事業内容

①ミドルマネジメント講座
　本県は中小零細企業が多く、企業が自ら費用を負担し女性社員を育成するには負担が大きい。このため、県がスケールメリットを
活かして、管理職として必要となる基本的な考え方や部下の育成方法などを学ぶ女性人材育成事業を無料で実施することで、県内
企業の女性社員の意識の向上とスキルアップを支援し、管理職への女性登用促進を図る。
　県内企業における管理職（課長相当職）のうち女性は、R4に25.4％で、ここ１０年の動きを見ると、上昇傾向にある。しかし、女性管
理職が１割未満の事業所が50.7％を占め、女性管理職が少ない理由として「必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない」
を挙げており、引き続き管理職登用促進に向けた女性人材育成事業を行う。
　具体的には、県内2地区で5日間講座を開催するほか、企業から参加しやすいよう2日間講座を長崎地区で開催する。
　
②男性の家事・子育てへの参画促進事業
　女性の参画・活躍の障壁となっている「家庭における家事・育児等の負担」を軽減するため、「男性の家庭参画の促進」「性別によ
る固定的役割分担意識の解消」を行うことで、女性の就業や社会進出などを後押しする。


